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記 者 発 表 資 料 
                    ２０２３年９月１５日 

大阪経済記者クラブ会員各位 

 

攻 緊調査～ 

 

＜重点要望項目＞  

★印：新規要望 
 
 
 
 
 
 
 

 

◆ 法人版事業承継税制（特例措置）の申請期限延長、恒久化 （柱Ⅰ、要望資料 P.6～7） 
○ 本制度は、中小企業等が認定を受けて事業承継をする際に、非上場株式等に係る贈与税・相続税の税負担

がゼロ（全額納税猶予）となるもの。多額の納税を回避できるため、企業の成長に向けた投資や賃上げの

原資が毀損されずに済むなど、メリットが非常に大きい。当時、事業承継問題の顕在化を背景とした全国

の商工会議所の働きかけにより、2018年度税制改正において内容が抜本拡充された特別措置が創設。 
○ 下記表１のとおり現行措置が期限切れを迎える一方で、企業からは延長・恒久化を求める声が大きい。 
表１ 現行措置・政府動向 企業の声・状況 

事業承継 ・法人版事業承継税制（特例措置）の適用条件となる特

例承継計画（いわゆるエントリーシート）の提出期限切

れ（2024年3月末） 
・法人版事業承継税制（特例措置）を2027 年12 月末

の期限以降、延長しない旨が、令和5年度税制改正大綱

に明記 

・税優遇メリットが非常に大きく事業承継の後押しになる。ぜ

ひ延長してほしい 
・事業承継は個社によって適切なタイミングが異なり、時限措

置はなじまない 
・全国で経営者が 70 代以上の事業者の割合は過去最高（約

30％）（中小企業庁資料に基づく）と、事業承継は喫緊の課題 
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○ 大阪商工会議所は、「２０２４年度税制改正に関する要望」を本日付で内閣総理大臣・財務大臣・経済

産業大臣はじめ政府関係機関や与党幹部、大阪府・大阪市などへ建議する。 
○ 本要望では、事業承継支援を最重要項目とし、企業からの声が大きい法人版事業承継税制（特例措置）

の延長・恒久化を強く求めているほか、慢性的な人手不足に対応した省人化投資促進や、万博を契機と

する経済活性化・社会課題解決促進に向けた税制措置の拡充等を求めている。 
○ 要望事項は、「Ⅰ．次世代への円滑な経営リソースの引継ぎに資する事業承継支援」「Ⅱ．ビジネス変革、

イノベーションに向けた重点分野への投資促進」「Ⅲ．中小企業の成長を加速させるビジネス環境整備」

「Ⅳ．大阪府・大阪市への要望」と4本柱、45項目、うち新規17項目の要望とした。 
○ 本要望は、税制委員会（委員長＝西村貞一・㈱サクラクレパスホールディングス代表取締役社長）が会

員の声等をもとに検討を重ね、来年度税制改正大綱への反映をめざし取りまとめたもの。 

「２０２４年度税制改正に関する要望」建議について 

～「事業承継税制の延長、恒久化」「省人化投資の促進」「万博を契機とする経済活性化」等４５項目

 

要望資料 P.6~7 
法人版業承継税制（特例措置）の申請期限延長、恒久化 
 
要望資料 P.14 
人手不足に対する中小企業の省人化投資促進税制の創設 
 
要望資料 P.17、18 
2025年大阪・関西万博を契機とする経済活性化・社会課題 
解決促進。大阪府・市への万博に係る要望はP.29、30に記載。 
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○ そこで、以下の内容を要望することにより、現行措置に近い税制優遇を引き続き受けられるほか、さらな

る制度活用により事業承継を契機とする企業変革の後押しが可能となる。 
○ 要望内容 

・ 法人版事業承継税制（一般措置）の 2028年 1月以降の拡充（＝特例措置の恒久化）★ 

・ 申請期限の 2027年 12月末までの延長（現行期限：2024年 3月末） ★  

・ 提出書類に係る宥恕（ゆうじょ）規定の運用の明確化、手続きの簡素化 

提出書類の不備等により納税猶予が取り消されるリスクや手続きの煩雑さが制度利用の障壁となっ

ている。 
※宥恕規定とは、書類に不備があったとしても、その不備にやむを得ない事情があると税務署長が認

めた時に特例措置を認める規定。 
表２ 現行措置（一般措置、特例措置）と要望内容 

    
 ◆ 中小企業の省人化投資促進税制（仮称）の創設 ★ （柱Ⅱ、要望資料 P.14） 
○ 対面サービス業で特に人手不足が深刻化し、機会損失も生じている。そこで、省人化に資する設備投資を

後押しする税制面での支援措置を要望。 
・ ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット等の技術を用いた自動化設備※の導入に対する法人税の軽減措置（特別償却

又は税額控除措置）の創設 ★ 
（※ 例：自動チェックイン機、タッチパネルシステム、自動運搬ロボット、自動清掃ロボット、 

現場巡視ロボット、セルフレジ、ＡＩ受付システム等） 
 
◆ ２０２５年大阪・関西万博を契機とする経済活性化・社会課題解決促進（柱Ⅱ、要望資料 P.17、18） 

※大阪府・大阪市への万博に係る要望はP.29、30に記載。 
○ 2025年大阪・関西万博（以下、万博）開催まで600日を切るなか、万博を契機とした大阪経済の活性化・

社会課題解決を促進するため、以下を要望。 
・ 立地促進税制（仮称）の創設 

万博への出展・参画や、実証実験等を行う企業が本社機能の開設・拡充や、事務所・研究所・研修所等

の拠点強化を行う場合の優遇措置の創設 
・ ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）を活用した社会的インパクト投資促進税制の創設 ★ 

ソーシャル・インパクト・ボンドの手法を活用した社会的課題の解決に資する取り組みに資金を提供

し、インパクト投資を行う企業に対する優遇措置の創設（地方法人税における超過課税の減免等） 

以 上 
＜添付資料＞ 「2024年度税制改正に関する要望」 
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